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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 26,631 △28.4 737 △79.7 663 △81.4 △398 ―

20年3月期 37,181 △5.1 3,641 △37.8 3,558 △35.9 2,100 △35.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △5.54 ― △1.9 1.4 2.8
20年3月期 28.50 ― 9.5 7.1 9.8

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 44,725 20,618 46.0 287.16
20年3月期 47,844 22,327 46.6 305.32

（参考） 自己資本   21年3月期  20,595百万円 20年3月期  22,303百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △182 △2,829 1,645 3,579
20年3月期 886 △1,172 △1,412 4,947

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 587 28.1 2.7
21年3月期 ― 2.50 ― ― 2.50 179 ― 0.8

22年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

6,400 △61.2 △1,950 ― △2,000 ― △2,000 ― △27.83

通期 14,000 △47.4 △3,000 ― △3,100 ― △3,100 ― △43.13



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注)詳細については、P12「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及び連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」 
  をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、P20「1株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 74,058,168株 20年3月期 74,058,168株

② 期末自己株式数 21年3月期  2,335,469株 20年3月期  1,008,119株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 25,292 △29.6 922 △75.5 636 △78.7 △164 ―

20年3月期 35,907 △4.0 3,769 △27.5 2,985 △40.7 1,747 △40.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △2.29 ―

20年3月期 23.71 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 40,842 19,446 47.6 271.14
20年3月期 44,093 20,868 47.3 285.67

（参考） 自己資本 21年3月期  19,446百万円 20年3月期  20,868百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
今後様々な要因により予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項は、P3「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,600 △65.1 △1,650 ― △1,700 ― △1,700 ― △23.65

通期 12,400 △51.0 △2,600 ― △2,700 ― △2,700 ― △37.56
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１.経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

  ａ当期の経営成績 

    当連結会計年度におけるわが国経済は、米国発の金融危機が世界同時不況に発展し信用収縮と消費低迷により、

急激な景気悪化に見舞われ厳しい経済環境となりました。 

    このような状況のなか、製造業の設備投資意欲の低下、在庫調整や減産等の影響により、主力の工作機械部門の

販売が大幅に減少し、売上高で 266 億 3 千 1百万円（前連結会計年度比 28.4％減）となりました。 

    利益面におきましては、売上高の大幅な減少およびこれに伴う工場操業度の低下、また設備投資等による減価償

却費の増加などの影響により、経常利益 6 億 6 千 3 百万円（前連結会計年度比 81.4％減）、当期純損失 3 億 9 千 8

百万円となりました。 

   ①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （工作機械） 

     国内は、自動車や建設機械の減産や在庫調整の影響が一般機械業界に波及し、過去に例のない急激な落込みと

なりました。海外におきましても、昨秋以降、金融危機の影響による欧州や米国市場の縮小により販売が激減、

アジアでも同様に低迷しました。この結果、生産高は 255 億 5 千 6百万円（前連結会計年度比 20.8％減、販売価

格ベース）、売上高は 236 億 9 千 5百万円（前連結会計年度比 30.9％減）、営業利益は 8億 8 千 2百万円（前連結

会計年度比 76.4％減）となりました。 

   （水道メーター） 

     住宅産業の低迷により民需向けの販売は前連結会計年度を下回りましたが、官公庁向けの販売が増加したほか、

情報・計装システムの販売が堅調に推移しました。この結果、生産高は 19 億 5 千 9 百万円（前連結会計年度比

13.8％増、販売価格ベース）、売上高は 18 億 3 千 6 百万円（前連結会計年度比 6.2％増）、営業損失は 2百万円

となりました。 

   （その他） 

     売上高は 10 億 9 千 9 百万円（前連結会計年度比 6.1％減）、営業利益は 4千 9百万円（前連結会計年度比 59.6％

減）となりました。 

   ②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （日本） 

     国内向は、自動車や建設機械の減産や在庫調整の影響が一般機械業界に波及し、過去に例のない急激な落込み

となりました。また、欧州やアジア向も同様に低迷しました。このため、売上高は 264 億 3 千 4百万円（前連結

会計年度比 28.4％減）、営業利益は 12 億 7 千万円（前連結会計年度比 70.1％減）となりました。 

   （米国） 

     前半は原油価格の高騰、サブプライムローン問題、後半は金融危機が広がり経済の悪化が一段と進みました。

このような状況の下、ローカルショーへの積極的な出品やショールームの開設など拡販に努めましたが、売上高

は 51 億 8千 6 百万円（前連結会計年度比 8.0％減）、営業損失は 3千 3 百万円となりました。 

 

  ｂ次期の見通し 

    次期（21/4～22/3）の見通しとしましては、わが国のみならず世界市場が大きく縮小しており回復には相当の期

間を要す見込みであり、当面厳しい経済環境が続くものと予想されます。 

    業績予想としては、売上高 140 億円、経常損失 31 億円、当期純損失 31 億円を見込んでおります。 
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(2)財政状態に関する分析 

  ａ資産、負債及び純資産の状況 

    資産の部は 447 億 2 千 5百万円となり、前連結会計年度末と比較して 31 億 1 千 8百万円の減少となりました。減

少の主なものは、受取手形及び売掛金 57 億 7 千 4 百万円、現金及び預金 13 億 6 千 7 百万円などであり、増加の主

なものは、有形固定資産 27 億 7千 2百万円、たな卸資産 16 億 7百万円などであります。 

    負債の部は 241 億 7 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 14 億 9百万円の減少となりました。減少の主な

ものは、支払手形及び買掛金 44 億 9 千 6 百万円、未払法人税等 3億 8 千 7 百万円などであり、増加の主なものは、

短期借入金 17 億 2千 2百万円、長期借入金 9億 8千 4 百万円、リース債務 11 億 1 千 3百万円などであります。 

    純資産の部は 206 億 1 千 8百万円となり、前連結会計年度末と比較して 17 億 9 百万円の減少となりました。減少

の主なものは、その他有価証券評価差額金 5 億 3 千万円、剰余金の配当 4 億 7 千 1 百万円、当期純損失 3 億 9 千 8

百万円などであります。 

  ｂキャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 13 億 6千 7 百万円（27.6％）減少

し、35 億 7千 9百万円となりました。 

    営業活動によるキャッシュ・フローは、1 億 8 千 2 百万円の支出超（前連結会計年度：8 億 8 千 6 百万円の収入

超）となりました。支出の主なものは、仕入債務の減少 41 億 6 千万円、たな卸資産の増加 16 億 1 千万円などで

あり、収入の主なものは、売上債権の減少 57 億 5 千 5 百万円、減価償却費 11 億 6 千 3 百万円であります。 

    投資活動によるキャッシュ・フローは、28 億 2 千 9 百万円の支出超（前連結会計年度：11 億 7 千 2 百万円の支

出超）となりました。これは、主に有形固定資産の取得であります。 

    財務活動によるキャッシュ・フローは、16 億 4 千 5 百万円の収入超（前連結会計年度：14 億 1 千 2 百万円の支

出超）となりました。収入は、借入金の増加 27 億 6 百万円であり、支出の主なものは、配当金の支払い 4 億 6 千

8 百万円、自己株式の取得 2 億 9 千 9 百万円、リース債務の返済 2 億 7 千 6 百万円などであります。 

  ｃキャッシュ・フロー関連指標 

 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 

 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 

自己資本比率(%) 34.6 39.0 41.1 46.6 46.0 

時価ベースの自己資本比率(%) 38.9 70.1 65.1 30.7 12.8 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率(年) 2.9 1.7 2.2 6.0 － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 10.3 20.6 18.0 6.5 － 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  ２.いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

  ３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

  ４.キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的に配当を行

うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行うこととしております。 

   当期の配当につきましては、中間配当は 1株当たり 2円 50 銭を実施しましたが、当期の厳しい業績状況や現在の経

済動向等を総合的に検討した結果、誠に遺憾ながら期末については無配とさせて頂きます。 

   また、次期の配当につきましては、現時点の業績予想は損失の計上を余儀なくされる見通しであることから、誠に

遺憾ながら中間及び期末配当とも見送りとさせて頂く予定であります。 
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２.企業集団の状況 

   最近の有価証券報告書（平成 20 年 6 月 30 日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変

更がないため開示を省略しております。 

 

３.経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

   当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行っております。 

   当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と新技術の開

発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「社会的責任」「新しい価値の創造」の三つの

キーワードを行動の指針としております。 

 

(2)目標とする経営指標 

   当社グループは、売上高営業利益率並びに売上高経常利益率と自己資本利益率を経営指標として、採算性と資本効

率を重視しながら高収益な体質を目指しております。 

 

(3)会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

   グローバルな規模での価格競争の激化や国際化に伴うリスクの増大、また、地球環境に対する社会的ニ－ズの高ま

りなど、当社グループを取巻く環境は厳しさを増すばかりであります。 

   このような環境の中、当社グループは、生産効率の向上と徹底したコスト削減により収益力の強化を図るとともに、

高品質製品による顧客満足度の向上、さらには将来に向けた人材育成に取組み、強固な経営基盤を構築していく所存

であります。 

   特に、主力の工作機械につきましては、エネルギーや環境関連分野への製品開発と販売力強化に取組み、タイムリ

ーな商品の提供と積極的なユーザーサービスを実施します。 

   また、海外におきましては、巨大市場である中国・インド等の新興国への積極的な取組を図っていきます。 
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４.連結財務諸表 

(1)連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）  %  % 

Ⅰ流動資産     

1.現金及び預金 ４,９９７  ３,６２９  

2.受取手形及び売掛金 １０,７９３  ５,０１８  

3.たな卸資産 ８,４９６  －  

4.商品及び製品 －  ５,４５９  

5.仕掛品 －  ４,５９２  

6.原材料及び貯蔵品 －  ５１  

7.繰延税金資産 ５２２  ４４  

8.その他 ２０９  ９７５  

貸倒引当金 △１０  △２６  

流動資産合計 ２５,００８ 52.3 １９,７４５ 44.1 

Ⅱ固定資産     

1.有形固定資産     

(1)建物及び構築物 ２,５７８  ３,５１０  

(2)機械装置及び運搬具 １,２１１  １,３２９  

(3)土地 １５,４２７  １５,４２６  

(4)リース資産 －  １,０４１  

(5)建設仮勘定 ７９  ７９７  

(6)その他 ３４２  ３０６  

有形固定資産合計 １９,６３８ 41.0 ２２,４１１ 50.1 

2.無形固定資産     

(1)ソフトウエア ４３  １０６  

(2)リース資産 －  ６３  

(3)その他 ２８  ２８  

無形固定資産合計 ７１ 0.2 １９８ 0.5 

3.投資その他の資産     

(1)投資有価証券 ２,８６２  ２,０７８  

(2)長期貸付金 ２５  ３７  

(3)繰延税金資産 ７８  ５  

(4)その他 １８３  ２８４  

貸倒引当金 △２３  △３５  

投資その他の資産合計 ３,１２５ 6.5 ２,３７０ 5.3 

固定資産合計 ２２,８３６ 47.7 ２４,９７９ 55.9 

資産合計 ４７,８４４ 100.0 ４４,７２５ 100.0 
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 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  %  % 

Ⅰ流動負債     

1.支払手形及び買掛金 ８,７６８  ４,２７２  

2.短期借入金 ３,５００  ５,２２２  

3.リース債務 －  ２８５  

4.未払法人税等 ４０６  １８  

5.繰延税金負債 －  ３  

6.賞与引当金 ４４０  ２３１  

7.役員賞与引当金 ４６  －  

8.製品保証引当金 １１９  ７５  

9.その他 １,１４７  １,１５９  

流動負債合計 １４,４２８ 30.1 １１,２６９ 25.2 

Ⅱ固定負債     

1.長期借入金 １,７７７  ２,７６１  

2.リース債務 －  ８２８  

3.繰延税金負債 ８  ７  

4.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７  ６,００７  

5.退職給付引当金 ３,１６８  ３,１１３  

6.役員退職金引当金 １１４  ５８  

7.その他 １２  ６２  

固定負債合計 １１,０８８ 23.2 １２,８３８ 28.7 

負債合計 ２５,５１６ 53.3 ２４,１０７ 53.9 

（純資産の部）     

Ⅰ株主資本     

1.資本金 ５,７８２  ５,７８２  

2.資本剰余金 ９５５  ９５４  

3.利益剰余金 ７,１２１  ６,２５０  

4.自己株式 △２２７  △５２４  

株主資本合計 １３,６３１ 28.5 １２,４６３ 27.9 

Ⅱ評価・換算差額等     

1.その他有価証券評価差額金 ５５６  ２６  

2.繰延ヘッジ損益 △１０  △３  

3.土地再評価差額金 ８,２７８  ８,２７８  

4.為替換算調整勘定 △１５３  △１６９  

評価・換算差額等合計 ８,６７２ 18.1 ８,１３２ 18.2 

Ⅲ少数株主持分 ２３ 0.1 ２２ 0.0 

純資産合計 ２２,３２７ 46.7 ２０,６１８ 46.1 

負債純資産合計 ４７,８４４ 100.0 ４４,７２５ 100.0 
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(2)連結損益計算書 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成19年4月 1日 (自平成20年4月 1日 

至平成20年3月31日) 至平成21年3月31日) 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 

  %  % 

Ⅰ売上高 ３７,１８１ 100.0 ２６,６３１ 100.0 

Ⅱ売上原価 ２７,６３７ 74.3 ２０,４９０ 76.9 

売上総利益 ９,５４４ 25.7 ６,１４１ 23.1 

Ⅲ販売費及び一般管理費 ５,９０２ 15.9 ５,４０３ 20.3 

営業利益 ３,６４１ 9.8 ７３７ 2.8 

Ⅳ営業外収益     

1.受取利息 １９  １２  

2.受取配当金 ４５  ５１  

3.為替差益 １４３  ３２  

4.その他 ４２  １１  

営業外収益合計 ２５１ 0.7 １０７ 0.4 

Ⅴ営業外費用     

1.支払利息 １３６  １０９  

2.たな卸資産処分損 １０３  －  

3.たな卸資産評価損 ３３  －  

4.租税公課 －  ２９  

5.その他 ６１  ４２  

営業外費用合計 ３３４ 0.9 １８１ 0.7 

経常利益 ３,５５８ 9.6 ６６３ 2.5 

Ⅵ特別利益     

1.関係会社出資金売却益 １３ 0.0 － - 

Ⅶ特別損失     

1.有形固定資産処分損 ９９  １１７  

2.投資有価証券評価損 ３６  ９０  

3.事務所移転費用 －  ８６  

4.たな卸資産評価損 －  １１  

特別損失合計 １３６ 0.4 ３０５ 1.2 

税金等調整前当期純利益 ３,４３５ 9.2 ３５７ 1.3 

法人税､住民税及び事業税 １,０８２  ５２  

法人税等還付税額(△) －  △３０  

法人税等調整額 ２４８  ７３４  

法人税等合計 １,３３１ 3.5 ７５７ 2.8 

少数株主利益又は少数株主損失(△) ３ 0.0 △１ △0.0 

当期純利益又は当期純損失(△) ２,１００ 5.7 △３９８ △1.5 
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(3)連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度（自平成 19 年 4 月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

前期末残高 ５,７８２ ９５５ ５,６１０ △６１ １２,２８６  

当期変動額    

 剰余金の配当  △５９０ △５９０  

 当期純利益  ２,１００ ２,１００  

 自己株式の取得  △１６７ △１６７  

 自己株式の処分  ０ １ １  

 株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 

 

 

 

 
 

当期変動額合計 － ０ １,５１０ △１６５ １,３４５  

当期末残高 ５,７８２ ９５５ ７,１２１ △２２７ １３,６３１  

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

前期末残高 １,２２５ △１５ ８,２７８ △１５ ９,４７４ ２０ ２１,７８１

当期変動額    

 剰余金の配当    △５９０

 当期純利益    ２,１００

 自己株式の取得    △１６７

 自己株式の処分    １

 株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 

 

△６６９ ５ － △１３８

 

△８０２ 

 

３ △７９９

当期変動額合計 △６６９ ５ － △１３８ △８０２ ３ ５４６

当期末残高 ５５６ △１０ ８,２７８ △１５３ ８,６７２ ２３ ２２,３２７
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  当連結会計年度（自平成 20 年 4 月 1日 至平成 21 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 株主資本   

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計   

前期末残高 ５,７８２ ９５５ ７,１２１ △２２７ １３,６３１  

当期変動額    

 剰余金の配当  △４７１ △４７１  

 当期純損失(△)  △３９８ △３９８  

 自己株式の取得  △２９９ △２９９  

 自己株式の処分  △０ △０ ２ １  

 株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 

 

 

 

 
 

当期変動額合計 － △０ △８７０ △２９６ △１,１６８  

当期末残高 ５,７８２ ９５４ ６,２５０ △５２４ １２,４６３  

 

 評価・換算差額等 

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評 

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計

前期末残高 ５５６ △１０ ８,２７８ △１５３ ８,６７２ ２３ ２２,３２７

当期変動額    

 剰余金の配当    △４７１

 当期純損失(△)    △３９８

 自己株式の取得    △２９９

 自己株式の処分    １

 株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 

 

△５３０ ６ － △１６

 

△５３９ 

 

△１ △５４１

当期変動額合計 △５３０ ６ － △１６ △５３９ △１ △１,７０９

当期末残高 ２６ △３ ８,２７８ △１６９ ８,１３２ ２２ ２０,６１８
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成19年4月 1日 (自平成20年4月 1日 区分 

至平成20年3月31日) 至平成21年3月31日) 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー   

 1.税金等調整前当期純利益 ３,４３５ ３５７ 

 2.減価償却費 ７２１ １,１６３ 

 3.貸倒引当金の増減額（△は減少） △４９０ ２７ 

 4.賞与引当金の増減額（△は減少） △５９ △２０８ 

 5.役員賞与引当金の増減額（△は減少） △０ △４６ 

 6.退職給付引当金の増減額（△は減少） ４９ △５５ 

 7.受取利息及び受取配当金 △６５ △６３ 

 8.支払利息 １３６ １０９ 

 9.有形固定資産処分損益（△は益） ９９ １１７ 

10.投資有価証券評価損 ３６ ９０ 

11.売上債権の増減額（△は増加） ５９７ ５,７５５ 

12.たな卸資産の増減額（△は増加） １,０６６ △１,６１０ 

13.仕入債務の増減額（△は減少） △３,０７１ △４,１６０ 

14.その他 １,０３６ △６４１ 

小計 ３,４９２ ８３１ 

15.利息及び配当金の受取額 ６５ ６２ 

16.利息の支払額 △１３５ △１２６ 

17.法人税等の支払額 △２,５３５ △９５１ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ８８６ △１８２ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1.定期預金の預入による支出 △５０ △５０ 

 2.定期預金の払戻による収入 ７１ ５０ 

 3.有形固定資産の取得による支出 △７５７ △２,５８３ 

 4.有形固定資産の売却による収入 ９ △６２ 

 5.有形固定資産の除却による支出 － △１００ 

 6.無形固定資産の取得による支出 △３３ △７０ 

 7.投資有価証券の取得による支出 △３７８ △２０ 

 8.貸付けによる支出 △２０ △２２ 

 9.貸付金の回収による収入 ６ ２７ 

10.その他 △１９ ２ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △１,１７２ △２,８２９ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1.短期借入金の純増減額（△は減少） ４０７ １,３８９ 

 2.長期借入れによる収入 ７００ ２,５７０ 

 3.長期借入金の返済による支出 △１,７２０ △１,２５３ 

 4.自己株式の取得による支出 － △２９９ 

 5.配当金の支払額 △５８７ △４６８ 

 6.リース債務の返済による支出 － △２７６ 

 7.その他 △２１３ △１５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１,４１２ １,６４５ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △３２ △１ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △１,７３１ △１,３６７ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ６,６７８ ４,９４７ 

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 ４,９４７ ３,５７９ 
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(5)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   該当事項はありません。 

 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及び連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   下記以外については、最近の有価証券報告書（平成 20 年 6 月 30 日提出）における記載から重要な変更がないため

開示を省略しております。 

  （会計方針の変更） 

   ①重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

    たな卸資産 

     当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第 9号 平成 18 年 7 月 5 日 公表分)

を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。 

     この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が 55 百万円、経常利益が 28 百万円、税金等調整前当

期純利益が 39 百万円減少しております。 

   ②連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

     「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成 18 年 5

月 17 日 実務対応報告第 18 号)を当連結会計年度から適用しております。 

     なお、これによる損益に与える影響はありません。 

   ③リース取引に関する会計基準の適用 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号(平成 5 年 6 月 17

日(企業会計審議会第一部会)、平成 19 年 3 月 30 日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第16号(平成 6年 1月 18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年 3月 30日改正))

を適用しております。 

     また、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前

連結会計年度末における未経過リース料期末残高相当額を取得価額として取得したものとしてリース資産を計上

する方法によっております。 

     なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  （追加情報） 

   ①役員退職慰労引当金 

     従来、役員の退職金の支給に充てるため、提出会社は、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金に計上し

ておりましたが、平成 20 年 5月 15 日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成 20 年 6

月 27 日開催の定時株主総会において、取締役、監査役の退任時に平成 20 年 6月 27 日までの在任期間を対象とし

た退職金を打ち切り支給することを決議しました。 

     これに伴い、平成 20 年 6 月 27 日までの期間に対応する役員退職慰労金相当額 55 百万円を固定負債の「その他」

に含めて計上しております。 

   ②有形固定資産の耐用年数の変更(国内法人のみ) 

     平成 20 年度の法人税法の改正を契機に耐用年数の見直しを行い、当連結会計年度から平成 20 年 3月 31 日以前

に取得したものも含めて、耐用年数を変更しております。 

     この結果、従来の法定耐用年数によった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、

それぞれ 19 百万円減少しております。 

  （表示方法の変更） 

    財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成 20 年 8月 7 日 内閣府令第 50 号)が適用となることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ 4,136 百万円、4,313 百万円、45 百万円、であります。 
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(7)連結財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ連結貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成20年3月31日） 当連結会計年度（平成21年3月31日） 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０８ 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △６,７９７ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 １,７６０ 

機械装置及び運搬具 ３５２ 

土地 １４,９３０ 

計 １７,０４３ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２,６００ 

機械装置及び運搬具 ２７６ 

土地 １４,９３０ 

計 １７,８０７ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,２６０ 

長期借入金 ２,１７５ 

（うち１年以内返済予定額 ８２５）

計 ３,４３５ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,３５０ 

長期借入金 ３,２２５ 

（うち１年以内返済予定額 １,０７０）

計 ４,５７５ 

３.受取手形割引高 １０ ３.受取手形割引高 １０ 
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  ｂセグメント情報 

   (事業の種類別セグメント情報) 

   前連結会計年度（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 34,280 1,730 1,170 37,181 － 37,181

(2)セグメント間の内部売上  

高又は振替高 － － － － － －

計 34,280 1,730 1,170 37,181 － 37,181

営業費用 30,536 1,795 1,049 33,381 159 33,540

営業利益又は営業損失(△) 3,744 △65 121 3,800 (159) 3,641

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的  

支出  

資産 37,765 803 921 39,490 8,353 47,844

減価償却費 668 38 13 720 1 721

資本的支出 881 18 33 934 0 934

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（159 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（8,353 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

   当連結会計年度（自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 23,695 1,836 1,099 26,631 － 26,631

(2)セグメント間の内部売上  

高又は振替高 － － － － － －

計 23,695 1,836 1,099 26,631 － 26,631

営業費用 22,812 1,839 1,050 25,702 191 25,894

営業利益又は営業損失(△) 882 △2 49 929 (191) 737

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本的  

支出  

資産 36,470 932 1,265 38,668 6,056 44,725

減価償却費 1,087 47 27 1,161 1 1,163

資本的支出 2,925 6 23 2,955 1 2,957
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（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディター

ミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（191 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（6,056 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

 

   (所在地別セグメント情報) 

   前連結会計年度（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ３１,５５０ ５,６３１ ３７,１８１ － ３７,１８１

(2)セグメント間の内部売上      

高又は振替高 ５,３８５ ３ ５,３８８ (５,３８８) －

計 ３６,９３５ ５,６３４ ４２,５７０ (５,３８８) ３７,１８１

営業費用 ３２,６８１ ５,５５８ ３８,２３９ (４,６９８) ３３,５４０

営業利益 ４,２５４ ７６ ４,３３１ (６８９) ３,６４１

Ⅱ.資産 ３９,０５２ ３,５０９ ４２,５６１ ５,２８２ ４７,８４４

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（159 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（8,353 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

   当連結会計年度（自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ.売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ２１,４６３ ５,１６８ ２６,６３１ － ２６,６３１

(2)セグメント間の内部売上      

高又は振替高 ４,９７０ １８ ４,９８８ (４,９８８) －

計 ２６,４３４ ５,１８６ ３１,６２０ (４,９８８) ２６,６３１

営業費用 ２５,１６３ ５,２２０ ３０,３８３ (４,４８９) ２５,８９４

営業利益又は営業損失(△) １,２７０ △３３ １,２３７ (４９９) ７３７

Ⅱ.資産 ３８,５３２ ３,６６０ ４２,１９３ ２,５３２ ４４,７２５

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（191 百万円）の主なものは、提出会社本社

の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（6,056 百万円）の主なものは、提出会社での余資運用資

金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 



 －１６－

ＯＫＫ(6205) 平成 21 年 3月期決算短信 

 

   (海外売上高) 

   前連結会計年度（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ５,６５８ ４,２４５ ４,０９４ １３,９９７ 

Ⅱ連結売上高    ３７,１８１ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １５.２ １１.４ １１.０ ３７.６ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・台湾・マレーシア 

(3)その他の地域 … イタリア・オランダ・フランス 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

   当連結会計年度（自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ５,１５９ ３,２１７ ２,３２４ １０,７０１ 

Ⅱ連結売上高    ２６,６３１ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １９.４ １２.１ ８.７ ４０.２ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・タイ・韓国 

(3)その他の地域 … イタリア・ドイツ・オランダ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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  ｃリース取引 

（単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） （自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3月 31 日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

機械装置

及び運搬

具 

１,５３２ ６０２ ９３０

その他 

(工具、器具 

及び備品) 

２８５ １３８ １４６

計 １,８１８ ７４１ １,０７７

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

１.ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 (1)リース資産の内容 

  ・有形固定資産 

    工作機械事業における生産設備(機械装置及び運

搬具)などであります。 

  ・無形固定資産 

    工作機械事業のコールセンター用ソフトウェア

などであります。 

 (2)リース資産の減価償却の方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ２３０ 

１年超 ８４７ 

合 計 １,０７７ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ２６０ 

減価償却費相当額 ２６０ 

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
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  ｄ税効果会計 

（単位：百万円） 

前連結会計年度（平成20年3月31日） 当連結会計年度（平成21年3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ８３ 

賞与引当金 １５６ 

投資有価証券評価損 ４７１ 

退職給付引当金 １,２７３ 

役員退職金引当金 ４６ 

未払事業税 ３４ 

たな卸資産未実現利益 １７０ 

その他 １９３ 

繰延税金資産小計 ２,４２８ 

評価性引当額 △１,６３１ 

繰延税金資産合計 ７９６ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △１９１ 

その他 △１３ 

繰延税金負債合計 △２０４ 

繰延税金資産の純額 ５９２ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ８２ 

賞与引当金 ９４ 

投資有価証券評価損 ５７９ 

退職給付引当金 １,２５５ 

繰越欠損金 ９７ 

その他 １１０ 

繰延税金資産小計 ２,２２１ 

評価性引当額 △２,１３１ 

繰延税金資産合計 ８９ 

（繰延税金負債） 

未収事業税 △３０ 

その他 △２０ 

繰延税金負債合計 △５１ 

繰延税金資産の純額 ３８ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が、法定実効税率の 5/100 以下であるため、

注記を省略しております。 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 2.34 

受取配当金等永久に益金に算入 

されない項目 △4.02 

住民税均等割 6.25 

評価性引当額 165.42 

その他 1.11 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 211.73 
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  ｅ退職給付 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） （自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3月 31 日） 

１.採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、適格退職年金制度、総合

設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ております。 

１.採用している退職給付制度の概要 

同左 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △５,０８２ 

②年金資産 ３３２ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △４,７５０ 

④会計基準変更時差異の未処理額 １,５１２ 

⑤未認識数理計算上の差異 ６９ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △３,１６８ 

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △４,７５８ 

②年金資産 ２７５ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △４,４８３ 

④会計基準変更時差異の未処理額 １,３２３ 

⑤未認識数理計算上の差異 ４６ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △３,１１３ 

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２９６ 

②利息費用 ９４ 

③期待運用収益 △３ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ７２ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ６４９ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ３０６ 

②利息費用 ８５ 

③期待運用収益 △３ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ４９ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ６２７ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準

②割引率 ２.０％

③期待運用収益率 ３.０％

④数理計算上の差異の処理年数 １０年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 
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  ｆ１株当たり情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日) (自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3月 31 日) 

１株当たり純資産額 ３０５.３２円 １株当たり純資産額 ２８７.１６円 

１株当たり当期純利益 ２８.５０ １株当たり当期純損失(△) △５.５４ 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

は、潜在株式がないため記載しておりません。 は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がな 

 いため記載しておりません。 

 

(注)算定上の基礎 

１株当たり純資産額 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
項目 

(平成20年3月31日) (平成21年3月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 ２２,３２７ ２０,６１８ 

普通株式に係る純資産額 ２２,３０３ ２０,５９５ 

差額の内訳   

 少数株主持分 ２３ ２２ 

普通株式の発行済株式数(株) ７４,０５８,１６８ ７４,０５８,１６８ 

普通株式の自己株式数(株) １,００８,１１９ ２,３３５,４６９ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた   

普通株式の数(株) ７３,０５０,０４９ ７１,７２２,６９９ 

 

１株当たり当期純利益又は当期純損失 （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

項目 (自平成19年4月 1日 (自平成20年4月 1日 

 至平成20年3月31日) 至平成21年3月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△) ２,１００ △３９８ 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) ２,１００ △３９８ 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式の期中平均株式数(株) ７３,７１７,７９８ ７１,８７６,１７２ 

 

  ｇ重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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５.個別財務諸表 

(1)貸借対照表 

 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）  %  % 

Ⅰ流動資産     

1.現金及び預金 ４,０３４  ２,７３０  

2.受取手形 ３,１２９  １,３８１  

3.売掛金 ８,７４１  ５,２５６  

4.商品及び製品 ２,２５７  ３,２７８  

5.仕掛品 ３,４９７  ３,４１１  

6.原材料及び貯蔵品 １５  １６  

7.前払費用 ４４  ６７  

8.繰延税金資産 ２４２  －  

9.未収還付法人税等 －  ４５６  

10.その他 １５９  ３４０  

貸倒引当金 △７  △２０  

流動資産合計 ２２,１１３ 50.2 １６,９１８ 41.4 

Ⅱ固定資産     

1.有形固定資産     

(1)建物 １,８３８  ２,６８８  

(2)構築物 １３８  ２５７  

(3)機械及び装置 ９２７  １,０７６  

(4)車両運搬具 ５  ９  

(5)工具、器具及び備品 ２８７  ２５９  

(6)土地 １５,０５２  １５,０５２  

(7)リース資産 －  ７３８  

(8)建設仮勘定 ７９  ７９１  

有形固定資産合計 １８,３２８ 41.6 ２０,８７３ 51.1 

2.無形固定資産     

(1)ソフトウエア ３７  １００  

(2)リース資産 －  ５９  

(3)電話加入権 １５  １５  

(4)その他 １０  ９  

無形固定資産合計 ６３ 0.1 １８４ 0.5 

3.投資その他の資産     

(1)投資有価証券 ２,６３４  １,８７７  

(2)関係会社株式 ６６９  ６６９  

(3)関係会社出資金 １２１  １２１  

(4)従業員長期貸付金 ２５  １８  

(5)関係会社長期貸付金 １０  １８  

(6)破産更生債権等 １９  ３１  

(7)長期前払費用 ０  ０  

(8)繰延税金資産 ４９  －  

(9)その他 ８２  １６５  

貸倒引当金 △２３  △３５  

投資その他の資産合計 ３,５８８ 8.1 ２,８６５ 7.0 

固定資産合計 ２１,９８０ 49.8 ２３,９２４ 58.6 

資産合計 ４４,０９３ 100.0 ４０,８４２ 100.0 
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 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

（平成 20 年 3 月 31 日） （平成 21 年 3 月 31 日） 科目 

金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  %  % 

Ⅰ流動負債     

1.支払手形 ６,５４５  ３,１８１  

2.買掛金 ２,３５２  ５１９  

3.短期借入金 ２,３８８  ４,４４７  

4.リース債務 －  ２１５  

5.未払金 ３２４  ２９０  

6.未払費用 ４８５  ３５９  

7.未払法人税等 ３４３  １７  

8.前受金 １０３  ３  

9.預り金 ４１  ２２  

10.賞与引当金 ３１４  １６１  

11.役員賞与引当金 ２９  －  

12.製品保証引当金 １０２  ５７  

13.その他 －  ３６８  

流動負債合計 １３,０３０ 29.6 ９,６４４ 23.6 

Ⅱ固定負債     

1.長期借入金 １,４０２  ２,４３０  

2.リース債務 －  ５９１  

3.再評価に係る繰延税金負債 ６,００７  ６,００７  

4.退職給付引当金 ２,７２１  ２,６６０  

5.役員退職金引当金 ５２  －  

6.その他 １２  ６２  

固定負債合計 １０,１９４ 23.1 １１,７５１ 28.8 

負債合計 ２３,２２５ 52.7 ２１,３９５ 52.4 

（純資産の部）     

Ⅰ株主資本     

1.資本金 ５,７８２  ５,７８２  

2.資本剰余金     

(1)資本準備金 ９５４  ９５４  

(2)その他資本剰余金 ０  －  

資本剰余金合計 ９５５  ９５４  

3.利益剰余金     

(1)利益準備金 １０５  １５２  

(2)その他利益剰余金     

別途積立金 ２,３４０  ２,３４０  

繰越利益剰余金 ３,１２５  ２,４４１  

利益剰余金合計 ５,５７０  ４,９３３  

4.自己株式 △２２７  △５２４  

株主資本合計 １２,０８０ 27.4 １１,１４６ 27.3 

Ⅱ評価・換算差額等     

1.その他有価証券評価差額金 ５１８  ２４  

2.繰延ヘッジ損益 △１０  △３  

3.土地再評価差額金 ８,２７８  ８,２７８  

評価・換算差額等合計 ８,７８７ 19.9 ８,３００ 20.3 

純資産合計 ２０,８６８ 47.3 １９,４４６ 47.6 

負債純資産合計 ４４,０９３ 100.0 ４０,８４２ 100.0 
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(2)損益計算書 

 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

(自平成19年4月 1日 (自平成20年4月 1日 

至平成20年3月31日) 至平成21年3月31日) 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 

  %  % 

Ⅰ売上高 ３５,９０７ 100.0 ２５,２９２ 100.0 

Ⅱ売上原価 ２６,７０１ 74.4 １９,５１３ 77.2 

売上総利益 ９,２０５ 25.6 ５,７７８ 22.8 

Ⅲ販売費及び一般管理費 ５,４３６ 15.1 ４,８５６ 19.2 

営業利益 ３,７６９ 10.5 ９２２ 3.6 

Ⅳ営業外収益     

1.受取利息 １２  １０  

2.受取配当金 ５３  ６３  

3.その他 １２  ５  

営業外収益合計 ７８ 0.2 ７９ 0.3 

Ⅴ営業外費用     

1.支払利息 ９３  ８０  

2.たな卸資産処分損 ９７  －  

3.たな卸資産評価損 ３３  －  

4.為替差損 ５８０  ２１２  

5.その他 ５８  ７１  

営業外費用合計 ８６２ 2.4 ３６５ 1.4 

経常利益 ２,９８５ 8.3 ６３６ 2.5 

Ⅵ特別利益     

1.関係会社出資金売却益 １３ 0.1 － － 

Ⅶ特別損失     

1.投資有価証券評価損 ３６  １１６  

2.有形固定資産処分損 ９３  １０８  

3.事務所移転費用 －  ８５  

4.たな卸資産評価損 －  １１  

特別損失合計 １３０ 0.4 ３２２ 1.3 

税引前当期純利益 ２,８６８ 8.0 ３１４ 1.2 

法人税､住民税及び事業税 ９４３  ２２  

法人税等調整額 １７８  ４５７  

法人税等合計 １,１２１ 3.1 ４７９ 1.9 

当期純利益又は当期純損失(△) １,７４７ 4.9 △１６４ △0.7 
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(3)株主資本等変動計算書 

  前事業年度（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） （単位：百万円） 

 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計  

前期末残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

当期変動額   

 剰余金の配当   

 利益準備金の積立   

 別途積立金の積立   

 当期純利益   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  ０ ０  

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 

 

 
 

当期変動額合計 － － ０ ０  

当期末残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

前期末残高 ４６ ８４０ ３,５２６ ４,４１２ △６１ １１,０８８

当期変動額   

 剰余金の配当  △５９０ △５９０  △５９０

 利益準備金の積立 ５９ △５９ －  －

 別途積立金の積立  １,５００ △１,５００ －  －

 当期純利益  １,７４７ １,７４７  １,７４７

 自己株式の取得  △１６７ △１６７

 自己株式の処分  １ １

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 ５９ １,５００ △４０１ １,１５７ △１６５ ９９２

当期末残高 １０５ ２,３４０ ３,１２５ ５,５７０ △２２７ １２,０８０

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

前期末残高 １,１５１ △１５ ８,２７８ ９,４１５ ２０,５０３ 

当期変動額   

 剰余金の配当  △５９０ 

 利益準備金の積立  － 

 別途積立金の積立  － 

 当期純利益  . １,７４７ 

 自己株式の取得  △１６７ 

 自己株式の処分  １ 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 

 

△６３２ ５ － △６２７

 

△６２７ 

当期変動額合計 △６３２ ５ － △６２７ ３６４ 

当期末残高 ５１８ △１０ ８,２７８ ８,７８７ ２０,８６８ 
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  当事業年度（自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3月 31 日） （単位：百万円） 

 株主資本   

 資本剰余金   

 
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計  

前期末残高 ５,７８２ ９５４ ０ ９５５  

当期変動額   

 剰余金の配当   

 利益準備金の積立   

 当期純損失(△)   

 自己株式の取得   

 自己株式の処分  △０ △０  

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 

 

 
 

当期変動額合計 － － △０ △０  

当期末残高 ５,７８２ ９５４ － ９５４  

 

 株主資本 

 利益剰余金   

 その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 
利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

  

前期末残高 １０５ ２,３４０ ３,１２５ ５,５７０ △２２７ １２,０８０

当期変動額   

 剰余金の配当  △４７１ △４７１  △４７１

 利益準備金の積立 ４７ △４７ －  －

 当期純損失(△)  △１６４ △１６４  △１６４

 自己株式の取得  △２９９ △２９９

 自己株式の処分  △０ △０ ２ １

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 
  

当期変動額合計 ４７ － △６８３ △６３６ △２９６ △９３４

当期末残高 １５２ ２,３４０ ２,４４１ ４,９３３ △５２４ １１,１４６

 

 評価・換算差額等  

 
その他有価証 

券評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評 

価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 
 

前期末残高 ５１８ △１０ ８,２７８ ８,７８７ ２０,８６８ 

当期変動額   

 剰余金の配当  △４７１ 

 利益準備金の積立  － 

 当期純損失(△)  . △１６４ 

 自己株式の取得  △２９９ 

 自己株式の処分  １ 

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額(純額) 

 

△４９３ ６ － △４８７

 

△４８７ 

当期変動額合計 △４９３ ６ － △４８７ △１,４２１ 

当期末残高 ２４ △３ ８,２７８ ８,３００ １９,４４６ 
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(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   該当事項はありません。 

 

(5)重要な会計方針及び重要な会計方針の変更 

   下記以外については、最近の有価証券報告書（平成 20 年 6 月 30 日提出）における記載から重要な変更がないため

開示を省略しております。 

  （会計方針の変更） 

   ①たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

     当事業年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第 9号 平成 18 年 7 月 5 日 公表分)を適

用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。 

     この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が 53 百万円、経常利益が 25 百万円、税引前当期純利

益が 37 百万円減少しております。 

   ②リース取引に関する会計基準の適用 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度から、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第 13 号(平成 5年 6 月 17 日(企

業会計審議会第一部会)、平成 19 年 3 月 30 日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第 16 号(平成 6年 1 月 18 日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成 19 年 3 月 30 日改正))を

適用しております。 

     また、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前

事業年度末における未経過リース料期末残高相当額を取得価額として取得したものとしてリース資産を計上する

方法によっております。 

     なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  （追加情報） 

   ①役員退職慰労引当金 

     従来、役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金に計上しておりました

が、平成 20 年 5 月 15 日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成 20 年 6 月 27 日開催

の定時株主総会において、取締役、監査役の退任時に平成 20 年 6 月 27 日までの在任期間を対象とした退職金を

打ち切り支給することを決議しました。 

     これに伴い、平成 20 年 6 月 27 日までの期間に対応する役員退職慰労金相当額 55 百万円を固定負債の「その他」

に含めて計上しております。 

   ②有形固定資産の耐用年数の変更 

     平成 20 年度の法人税法の改正を契機に耐用年数の見直しを行い、当事業年度から平成 20 年 3月 31 日以前に取

得したものも含めて、耐用年数を変更しております。 

     この結果、従来の法定耐用年数によった場合に比べて、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞ

れ 9百万円減少しております。 



 －２７－

ＯＫＫ(6205) 平成 21 年 3月期決算短信 

 

(6)個別財務諸表に関する注記事項 

   下記以外については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  ａ貸借対照表関係 

 （単位：百万円） 

前事業年度（平成20年3月31日） 当事業年度（平成21年3月31日） 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０８ 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

 △６,７９７ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 １,３９３ 

機械及び装置 １６５ 

土地 １４,６３５ 

計 １６,１９４ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 ２,２５４ 

機械及び装置 １２５ 

土地 １４,６３５ 

計 １７,０１６ 

上記は、全て工場財団を設定しております。 上記は、全て工場財団を設定しております。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,２６０ 

長期借入金 １,５６５ 

（うち１年以内返済予定額 ５６０）

計 ２,８２５ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,３５０ 

長期借入金 ２,８８０ 

（うち１年以内返済予定額 ９４０）

計 ４,２３０ 

 



 －２８－

ＯＫＫ(6205) 平成 21 年 3月期決算短信 

 

  ｂリース取引 

 （単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 

(自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日) (自平成 20 年 4月 1日 至平成 21 年 3月 31 日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

機械及 

び装置 
９３５ ３８２ ５５２

車両運 

搬具 
４３ １６ ２６

工具、

器具及

び備品 

２７５ １３５ １３９

計 １,２５４ ５３５ ７１９

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

１.ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 (1)リース資産の内容 

  ・有形固定資産 

    工作機械事業における生産設備(機械及び装置)

などであります。 

  ・無形固定資産 

    工作機械事業のコールセンター用ソフトウェア

などであります。 

 (2)リース資産の減価償却の方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして

算定する方法によっております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １６３ 

１年超 ５５６ 

合 計 ７１９ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １８８ 

減価償却費相当額 １８８ 

 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
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  ｃ税効果会計関係 

 （単位：百万円） 

前事業年度（平成20年3月31日） 当事業年度（平成21年3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ２４ 

賞与引当金 １０３ 

製品保証引当金 ４１ 

投資有価証券評価損 ４６９ 

退職給付引当金 １,１０４ 

役員退職金引当金 ２１ 

未払事業税 ３０ 

その他 １２１ 

繰延税金資産小計 １,９１６ 

評価性引当額 △１,４５９ 

繰延税金資産合計 ４５７ 

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △１６５ 

繰延税金負債合計 △１６５ 

繰延税金資産の純額 ２９１ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ３８ 

賞与引当金 ６５ 

製品保証引当金 ２３ 

投資有価証券評価損 ５７９ 

退職給付引当金 １,０８１ 

未払役員退職金 ２２ 

その他 １０５ 

繰延税金資産小計 １,９１５ 

評価性引当額 △１,８８２ 

繰延税金資産合計 ３３ 

（繰延税金負債）  

未収事業税 △２９ 

その他 △４ 

繰延税金負債合計 △３３ 

繰延税金資産の純額 － 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が、法定実効税率の百分の五以下であるため、

注記を省略しております。 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 2.63 

受取配当金等永久に益金に算入 

されない項目 △4.38 

住民税均等割 6.69 

評価性引当額 105.89 

その他 0.85 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 152.31 

 


